
1 重要な会計方針

（1）財務諸表は公益法人会計基準（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府

公益認定等委員会）に準拠して作成している。

（2）固定資産の減価償却方法

定額法によっている。

（3）消費税等の会計処理

税込方式により計上している。

2 特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

定期預金 131,845 13 131,858

運用財産 32,388,502 7,915,114 8,340,000 31,963,616

建物 124,212,844 0 2,801,793 121,411,051

建物付属設備 37,424,228 0 4,234,087 33,190,141

構築物 91,638,629 0 6,133,385 85,505,244

船舶 3,836,209 0 3,836,143 66

什器備品 34,101,449 1,814,010 7,425,284 28,490,175

323,733,706 9,729,137 32,770,692 300,692,151

3 特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

定期預金 131,858 ( 131,858 ) ( 0 ) ( 0 )

運用財産 31,963,616 ( 28,125,792 ) ( 3,837,824 ) ( 0 )

建物 121,411,051 ( 121,411,051 ) ( 0 ) ( 0 )

建物付属設備 33,190,141 ( 33,190,141 ) ( 0 ) ( 0 )

構築物 85,505,244 ( 85,505,244 ) ( 0 ) ( 0 )

船舶 66 ( 66 ) ( 0 ) ( 0 )

什器備品 28,490,175 ( 28,490,175 ) ( 0 ) ( 0 )

300,692,151 ( 296,854,327 ) ( 3,837,824 ) ( 0

4 担保に供している資産

なし

5 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

建物 161,666,670 28,547,621 133,119,049

建物付属設備 74,616,087 40,113,895 34,502,192

構築物 184,229,228 90,603,190 93,626,038

船舶 60,495,164 60,495,098 66

什器備品 84,304,260 55,805,743 28,498,517

ソフトフェア 2,128,350 2,128,350 0

水道施設利用権 136,500 64,015 72,485

567,576,259 277,757,912 289,818,347

6 保証債務等の偶発債務
なし

財務諸表に対する注記

（うち負債に
対応する額）

特定資産

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合　計

科　目

科　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合　計

特定資産

合　計

（うち一般正味財
産からの充当額）


